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・契約担当官等が各省各庁の長へ報告
・各省各庁の長は、財務省へ報告
・財務省が調製し各省各庁の長へ通知
・各省各庁の長は契約担当官等へ連絡
・契約担当官から対象者に減点措置の開始時期、
期間を通知

総合評価落札方式における賃上げを実施する企業に対する加点措置 概要

■加点評価：事業年度または暦年単位で従業員に対する目標値（大企業：3%、中小企業等：1.5%）以上の賃上げを表明した入札
参加者を総合評価において加点。加点を希望する入札参加者は、賃上げを従業員に対して表明した「表明書」を提出。
加点割合は５％以上。

■適用対象：令和４年４月１日以降に契約を締結する、総合評価落札方式によるすべての調達。
（取組の通知を行った時点で既に公告を行っている等の事情のあるものはのぞく）

■実績確認等：加点を受けた企業に対し、事業年度または暦年の終了後、決算書等で達成状況を確認し、未達成の場合はその後の
国の調達において、入札時に加点する割合よりも大きく減点。

加点を受けた落札者が対象の事業年度または暦年の
終了後に契約担当官等へ提出

入札公告（公示）

「従業員への賃金引上げ計画の表明書」を入札参加者から提出を受けたことをもって評価 （賃金引き上げ表明は①年度単位又は②暦年単位での表明）

加算点＝従来の加算点＋賃上げ加算点

入札、落札決定

落札者が賃上げ加算点で
加点なし

落札者が賃上げ加算点で
加点あり

①年度単位による賃上げ表明
法人事業概況説明書（又は税務申告の作成書類）

②年単位による賃上げ表明
給与所得の源泉徴収票等の法定調書合計表

賃上げ基準に達していない者については、財務省か
ら通知された日から１年間、国の総合評価落札方式
の調達の全てにおいて、加点より大きな割合の減点

加点措置

実績確認 賃上げ基準に達していない者の情報

減点措置

①契約を行う予定の会計年度に開始する事業年度
②契約を行う予定の暦年

工事、建設コンサルタント業務等、物品、役務
※ただし、プロポーザル方式や価格競争は対象外

工事、物品、役務：加算点の５％以上の整数分
業務：技術点の５％以上の整数分

該当企業は、財務省から通知された日から１年間、
入札参加案件毎に賃上げ加算点よりも１点大きな配点で減点する
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（既存評価の満点の外側に設定）

総合評価落札方式における賃上げを実施する企業に対する加点措置
加点措置の方法

評価値 ＝
技術評価点

＝
標準点 ＋加算点＋賃上げ加算点＋ 施工体制評価点

入札価格 入札価格

■工事の場合 （除算方式）

■業務の場合 （加算方式）

評価値 ＝ 価格点＋技術点 ＝

＜入札段階の技術評価＞

工事「加算点」、業務「技術点」の５％以上の整数を既存評価の満点の外側に設定する ＝賃上げ加算点

この部分の５％以上の整数を加点

賃上げ
加算点

賃上げ
加算点

5%以上

5%以上

今回追加

賃上げ加算点

今回追加

今回追加
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総合評価落札方式における賃上げを実施する企業に対する加点措置
加点イメージ（工事の場合の例）

評価項目 評価基準 配点

①企業の能力等

過去15年間の同種工事実績
より同種性の高い工事（※1）の実績あり 8点

8点

20点

同種性が認められる工事（※2）の実績あり 0点

同じ工種区分の
２年間の平均成績

80点以上 8点

8点
75点以上80点未満 5点

70点以上75点未満 2点

70点未満 0点

表彰（同じ工種区分の過去２年間の工事を対
象）

表彰あり 4点
4点

表彰なし 0点

②技術者の能力等

過去15年間の同種工事実績 同種性・立場

より同種性の高い工事において、監理（主任）技術者として従事 8点

8点

20点

より同種性の高い工事において、現場代理人あるいは担当技術者として従事又
は同種性が認められる工事において、監理（主任）技術者として従事

4点

同種性が認められる工事において、現場代理人あるいは担当技術者として従事 0点

同じ工種区分の
４年間の平均成績

80点以上 8点

8点
75点以上80点未満 5点

70点以上75点未満 2点

70点未満 0点

表彰
*同じ工種区分の過去４年間の工事を対象

表彰あり 4点
4点

表彰なし 0点

■加算点の配点例（国土交通省直轄工事における総合評価方式の適用ガイドラインにおける「施工能力評価型Ⅱ型」の例）

賃上げを実施する企業に対する加点 ３点

加算点の合計の５％以上となるよう加点の配点を設定 例：加算点が従来40点満点の場合：３点（3点／43点＝約7% )



国土交通省
北海道開発局

4

総合評価落札方式における賃上げを実施する企業に対する加点措置
加点イメージ（業務の場合の例）

■技術点の配点例（建設コンサルタント業務等におけるプロポーザル方式及び総合評価落札方式の運用ガイドライン「総合評価（標準型）」」の例）

技術点の合計の５％以上となるよう加点の配点を設定 例：技術点が従来160点満点の場合：９点（9点／169点＝約5.3% )

評価 評価の着目点
設定

評価ｳｪｲﾄ
項目 1:3 1:2

予定技術者の
経験及び能力

資格・実績
等

管理技術者

資格要件 技術者資格等 技術者資格等、その専門分野の内容 ◎ 10%
(5%～10%)

15%
(7.5%～15%)専門技術力 業務執行技術力 過去○年間の同種又は類似業務等の実績の内容 ◎

情報収集力 地域精通度 過去○年間の当該事務所管内、周辺での受注実績の有無 ○

成績・表彰 専門技術力
業務執行技術力 過去○年間に担当した業務の業務成績 ◎ 15%

(15%～20%)

18%
(18%～25.5%)過去○年間の技術者表彰の有無 ◎

資格・実績
等

担当技術者 資格要件 技術者資格等 技術者資格等、その専門分野の内容 ◎
管理技術者の割
合に包含する

管理技術者の割
合に包含する

照査技術者 資格要件 技術者資格等 技術者資格等、その専門分野の内容 ◎

担当・
照査技術者

専門技術力 業務執行技術力 過去○年間の同種又は類似業務等の実績の内容 ○
情報収集力 地域精通度 過去○年間の当該事務所管内、周辺での受注実績の有無 ○

成績・表彰
専門技術力 業務執行技術力 過去○年間に担当した業務の業務成績 ○

管理技術者の割
合に包含する

管理技術者の割
合に包含する

専門技術力 業務執行技術力 過去○年間の技術者表彰の有無 ○

資格・実績
等

管理・担当・
照査技術者

専門技術力 業務執行技術力 当該部門の従事期間 ○ 管理技術者の割
合に包含する

管理技術者の割
合に包含するＣＰＤ ○

小計 25% 33%

【②実施方針】
評価

評価の着目点
評価ｳｪｲﾄ

項目 1:3 1:2

実施方針・実施フ
ロー・工程表・そ
の他※

業務理解度 ◎
25%

（12.5%～25%）

30%
(15%～30%）

実施手順 ◎

その他 ◎

【③評価テーマ】
評価

評価の着目点
評価ｳｪｲﾄ

項目 1:3 1:2

評価テーマに対す
る技術提案※

全体 評価テーマ間の整合性 ○

50%
(50%～62.5%)

37%
(37%～52%)

評価テーマ１
的確性 ◎
実現性 ◎

評価テーマ２ 的確性、実現性について上記を準用 ○

小計（実施方針＋評価テーマ） 75% 67%

合計 100%

賃上げを実施する企業に対する加点 これを加えた分母に対して５％以上

総合評価（標準型）1:3

＜入札段階の技術評価＞
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総合評価落札方式における賃上げを実施する企業に対する加点措置
加点・減点イメージ（北海道開発局の標準配点例の場合）

■工事の標準配点例

北海道開発局工事・業務における総合評価の標準配点例では、賃上げ企業に対する加点・減点措置は以下となる

評価項目

施工能力評価型 技術提案評価型

2.5億未満
（舗装0.8億未満）

2.5億以上
（舗装0.8億以上）

地域維持
型JV対象

工事

非WTO WTO

Ⅱ型 Ⅰ型① Ⅰ型① Ⅰ型② S型 A型 S型 A型

①企業の能力等 17.5点 17.5点 17.5点 17.5点 17.5点 12.5点 - - -

②技術者の能力等 19.0点 19.5点 19.5点 19.0点 19.0点 44.0点 70.0点 60.0点 70.0点

加算点 計 （段階選抜後） 36.5点 37.0点 37.0点 36.5点 36.5点 56.5点 70.0点 60.0点 70.0点

＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋

賃上げを実施する企業に対する加点 2点 2点 2点 2点 2点 3点 4点 4点 4点

賃上げを実施しなかった企業に対する減点 -3点 -3点 -3点 -3点 -3点 -4点 -5点 -5点 -5点

評価項目
簡易型
1:1

標準型
1:2

標準型
1:3

①予定管理技術者の評価 50点 33点 40点

②実施方針・実施フロー・工程表・その他 50点 30点 40点

③評価テーマに対する技術提案 - 37点 80点

技術点 計 （入札段階） 100点 100点 160点

＋ ＋ ＋

賃上げを実施する企業に対する加点 6点 6点 9点

賃上げを実施しなかった企業に対する減点 -7点 -7点 -10点

■業務の標準配点例

※総合評価の各種試行や選択項目の設定により、

賃上げ加点・減点の配点が異なる場合もある
ため留意すること

（2/38.5=5.2%） （4/74=5.4%）

（9/169=5.3%）（6/106=5.7%）

（3/59.5=5.0%）



国土交通省
北海道開発局

6

総合評価落札方式における賃上げを実施する企業に対する加点措置
（参考）国庫債務負担行為による複数年契約の次回調達における加点について

複数年契約の２年目以降の賃上げを促すため、一部※の国債（複数年度）契約では、次回調達において前回調達の２年度目以降の賃
上げ実績を確認し、結果に応じて加点。

※事業の同一性が確認される契約で４か年以上の国債による契約が該当

R4年度 R5年度 R6年度 R7年度 R8年度 R9年度

税制措置の賃上げに係る適用要件を
満たしているか確認する期間

次回調達の際に確認し、
満たしている場合は
賃上げ表明の提出を受けた
場合に準じて評価
⇒賃上げ表明の評価とは別に

さらに加点

当初の調達 次回の調達

加点を受けた落札者：
最終事業年度等及びその前事業
年度等の賃上げ実績を確認 等

■仕組みのイメージ

実質的に同一性が確認できる契約※

※例：庁舎管理等に係る契約
システムの保守・点検に係る契約

（国交省の発注工事等では、一部の維持工事が
該当の可能性あり）

R10年度 R11年度

最終事業年度等の
前々事業年度

＝４か年以上の国債による年維持除雪工事が対象となるが、
現時点、北海道開発局では該当する案件無し
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北海道インフラゼロカーボン試行工事



北海道開発局 公共調達におけるカーボンニュートラル

●カーボンニュートラル（以下CN）の政府目標及びゼロカーボン北海道の実現には、全ての業態に
おけるCNの取組が不可避。

●ついては、道内建設業において率先してCNの取組を進めるため、当局及び北海道、札幌市発注
工事において、「北海道インフラゼロカーボン試行工事」を新設し、工事成績でのインセンティブを
付与することで、道内建設業におけるCNの意識醸成を図る。

工事におけるCO2削減意識を醸成

・施工計画書にCO2削減に資する取組の
記載を求める（建設機械、材料、工法 等）

①工事開始時（発注者）

ゼロカーボン北海道の実現へ

工事成績におけるインセンティブ付与

・CO2削減の取組を工事成績にて評価【１点】
（建設機械、材料、工法 等）

③工事終了時（発注者）

課題等について建設業団体と意見交換

・CO2削減に向け、工事成績のインセンティブの
あり方や改善点等について建設業団体と意見交換

④建設業団体との意見交換（発注者）

建設業団体との意見交換等を踏まえ、
次年度の実施方針を検討

・更なるCO2削減に向けて、次年度のインセンティブ
付与条件等の取組内容を検討

⑤更なるCO2削減に向けて（発注者）

各工事においてCO2削減の取組を実施

・施工計画書に基づき、具体的なCO2削減策
を実施（建設機械、材料、工法 等）

②工事実施（受注者）

北海道インフラゼロカーボン
試行工事

R4年度から試行

CO2削減に向けた好循環

道内建設業における

カーボンニュートラルの意識醸成

※図は北海道開発局における取組内容

※施工計画書 ： 必要な手順や工法等について工事着手前に

受注者が発注者へ提出



北海道インフラゼロカーボン試行工事で想定される取組事例

ICT建設機械による施工期間の短縮

環境対策型建設機械の活用

遠隔臨場により移動が減少

ソーラーパネルの活用

3次元データやBIM/CIMデータを活用したweb会議で移動が減少

バイオ燃料の活用

【取組事例】

排出ガス対策型 低炭素対策型



令和４年度中に完成する全ての工事

（既に公告・契約済みの工事についても、受注者との協議

により試行対象とすることが可能）

北海道インフラゼロカーボン試行工事 取組の流れ

北海道インフラゼロカーボン試行工事 参考：生産性向上チャレンジ工事の試行

工事契約後の施工段階において、受注者の発案によるカー

ボンニュートラルに資する取組の実施を推進する。

試行の概要

適用対象

取組の流れ

発注の見通し

特に明示なし

公告

〇公告文に試行対象工事であることを明記

〇入札説明書も公告文と同様に明記

〇特記仕様書において、以下の内容を明記

①試行の内容

②工事成績評定の加点対象であること

③試行にかかる費用は受注者負担であること

契約後

〇受注者との協議により、施工計画書に明示し取組を実施

取組実施後

〇実施内容及び効果を監督職員に報告

〇取組を確認できた場合は工事成績評定（創意工夫）にお

いて評価

①取り組みを確認できた場合 １点

工事契約後の施工段階において、受注者の発案による施工

手順の工夫等、生産性向上に資する取組の実施を推進。

試行の概要

適用対象

取組の流れ

令和２年１２月１日以降公告から全ての工事を対象

発注の見通し

特に明示なし

公告

〇公告文に試行対象工事であることを明記

〇入札説明書も公告文と同様に明記

〇特記仕様書において、以下の内容を明記

①試行の内容

②工事成績評定の加点対象であること

③試行にかかる費用は受注者負担であること

契約後

〇受注者との協議により、施工計画書に明示し取組を実施

取組実施後

〇実施内容及び効果を監督職員に報告

〇取組を確認できた場合は工事成績評定（創意工夫）にお

いて評価

①定量的な効果を確認できた場合 ２点

②定量的な効果を確認できない場合 １点



◆適用対象の考え方　北海道インフラゼロカーボン試行工事

・

公告時点で試行対象工事であることが明記さ
れる。

工事成績評定は、工事完成時点の規定に
従って評価。

・

・

契約時点では、試行対象工事ではないが、協
議により試行対象とすることが可能。
（Ｒ３予算による工事で、繰り越しによりＲ４完
成となった場合についても、試行対象とするこ
とが可能。）

・

　

契約時点では、試行対象工事ではないが、協
議により試行対象とすることが可能。

工事成績評定は、工事完成時点の規定に
従って評価。

・

・

公告時点で、試行対象工事であることが明記
される。
（公告時点で、試行対象工事であることが明
記されていない場合でも、協議により試行対
象とすることが可能。）

・

　

留意事項

Ｒ３年度完成工事は対象外。・

R4完成
（R4公告）

R3年度 R4年度 R5年度

R3以前の
発注工事

R4
発注工事

R3
完成

R4
完成

R4完成
（R3公告）

R5以降
完成

R5以降
完成

公告時点で試行対象工事であることが明記さ
れる。

契約

試行対象

完成

対象外

公告

契約 完成

契約 完成

試行対象

試行対象

試行対象

試行対象

契約 完成

完成契約

完成

公告

公告 契約



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

国土交通省
北海道開発局

工事・業務設計書の公表について



1．北海道開発局HPのトップページ内の入札・契約・仕様書等をクリックする



2．入札・契約・仕様書等ページ内の設計書の公表をクリックする



①契約年度
②区分 工事または業務を選択する
③部局 該当の開発建設部を選択する

※開札日から1ヶ月程度で公表される

①
②
③

3．下のようなページが開くので契約年度、区分、部局を選択し検索する



4．閲覧を希望する工事件名をクリックし設計書を閲覧する



H28年度に、北海道におけるi-constructionの取組として、除雪現場の省力化に向けたプラットフォーム【i-Snow】

を発足、産学官民が幅広く連携して取り組みを実施。

ロータリ
除雪車
投雪作業
自動化

吹雪時の
映像鮮明化
技術の検証

オペレータ
１名による
除雪作業

吹雪による
視界不良発
生時の
除雪作業

H30 R01

「みちびき」
を活用した運
転支援ガイダ
ンスシステム
の構築

（一般道）
試験車両による
実証実験
タイムラグ無し
で鮮明化確認

映像鮮明
化技術の
検討

（知床峠）
実証実験を
開始

投雪方向自
動変更動作
を確認

H29

（知床峠）
高度な投雪自動化
の動作確認・安全
対策技術の実用性
確認

H28

準天頂衛星
「みちびき」

によるガイダンス
システム
＋

周辺探知技術
による安全対策等

• 車両運転
• 作業装置操作
• 自車位置の把握
• 安全確認（他車両、
前方障害物）

• 車両運転
• 作業装置操作
• 自車位置の把握
• 安全確認(他車両、
前方障害物)

２名乗車体制 １名乗車体制

▼省力化のイメージ

熟練オペレータ
による作業装置

操作等
＋

助手による
安全確認

i-Snow
発足

௾
඗
ਠ
ৃ
भ
੄
ৡ
৲
प
਱
ऐ
ञ
਄
ੌ

▼i-Snowの活動イメージ
機械・機器関係及び
除雪関係 企業・団体

除雪現場の省力化による生産性
・安全性向上の実現

除雪現場の省力化による生産性・安全性の向上に関する取組

プラットフォーム

•除雪機械の技術動向
•自動車全般の技術動向
•除雪現場へ応用できる技術動向
•除雪現場の実態、課題

•最新技術及び
有効技術動向、評価

•学問・研究としての除雪

道路管理者

•地域、気象、道路構造等に
応じた道路管理方法

•最新技術動向を踏まえた除
雪現場の省力化への取組

地域住民等

技術協力、
技術開発

産

民

官

技術指導、
評価

現場ニーズ、
フィールド提供

現場ニーズ、
実証実験協力

ユーザーニーズ、
ボランティア

•地域特性
•ピンポイント・リアル
タイム情報

有識者、研究機関学

R02

（一般道）
R231・337にお
いて実際の除雪
機械による実証
実験

（一般道 狩勝峠）
複雑なシュート操
作の自動化、安全
対策技術の実証実
験開始

0

のこれまでの取組 ◇除雪機械の高度化推進グループ◇

R03

（一般道 狩勝峠）
自動制御精度向上、
操作性向上、みち
びき不感地帯対策
等の実証実験

（一般道）
実働配備開始
高度化検討開始



1

◇除雪機械の高度化推進グループ◇
◆令和3年度 実証実験概要

（４）自動制御用３Dマップデータ作成
・Ｒ４実働配備向け、未整備区間
の３Ｄマップデータ作成

習い制御

雪堤高さ検知

（１）シュート投雪自動制御改良
・自動制御時微調整機能追加
・習い制御用ﾃﾞｰﾀ作成期間短縮化
・雪堤高さ検知ｼｭｰﾄ制御精度向上

（２）みちびき不感地帯対策検討
・車両慣性航法システムの検証
・磁気マーカシステムの検証
・LiDARによる覆道計測の実施

（１）シュート投雪自動制御改良【場所；国道38号狩勝峠、落合チェーン着脱場、期間；１月31日～2月８日】
① 雪質や風の影響による、投雪距離の変化に対応するため、自動制御時の除雪装置の微調整機能を追加
② 習い制御用データ作成期間の短縮化の検討 ③ 雪提高さ制御の微小制御の改善

（２）みちびき不感地帯対策検討【重要課題】 【場所；国道38号狩勝峠、落合チェーン着脱場、期間；１月31日～2月８日】
除雪区間には樹木、ビル、高架、トンネル等が影響し、様々な不感地帯が存在することから、加速度センサー等を用いた車両慣性航法

システム(INS)、磁気マーカシステム、3D-LiDARによる自己位置推定（LiDAR-SLAM）による実験を行い不感地帯対策の可能性を検証

（３）安全対策機能改良（周辺探知技術）【場所；国道38号狩勝峠、期間；１月31日～2月８日】
ミリ波による車両検知について、曲線部では走行車線外を誤認識するなど課題もあり、更なる精度向上の改良結果を検証

（４）実働配備に向けた調査検討
「ロータリ除雪車（除雪装置自動制御付）」の実働配備（Ｒ４年度予定）に向けた、自動制御用３Ｄデータ未整備区間のデータを作成

（５）映像鮮明化装置
映像鮮明化装置の実働配備（10台）、映像鮮明化高度化検討（9台 AI搭載型試行実験）

（３）安全対策機能改良
・ミリ波レーダ車両検知改良

LiDARによる計測イメージ

狩勝峠覆道

ミリ波レーダ

後方接近車両

ミリ波レーダ車両検知システム
（寒地土研と共同）

ガイダンス画面（警告時）

(1)

（５）映像鮮明化装置
・実働配備と検証
・映像鮮明化高度化検討

(2) (3)

3D-LiDAR

映像鮮明化
高度化検討

元映像（視界不良）

鮮明化処理（カラー）

物体検知（ＡＩ）

(5)



◆映像鮮明化装置高度化検討

【目的】映像鮮明化処理をした映像から、AIシステムを利用して、他車両、人、信号、矢羽根等を
自動で検知し、必要な場合は警告等をする技術について検討

元映像（視界不良） 鮮明化処理（白黒） 鮮明化処理（カラー）

映像
鮮明化

鮮明化映像
から物体を
自動検知

車両の検知 人の検知 信号、対向車の検知

接近時に
警告

★今シーズン 除雪トラックに搭載し一般道で試行実験 使用感等をアンケート調査

i-Sｎow



SMART-Grassの取組について

Before After

ハンドガイド 現在行われてる堤防除草

遠隔式大型除草機

・出水期前の限られた時期に広範囲の堤防法面
を除草するため、人員の確保が必要
・除草の出来形資料作成（刈り高の確認と面積
計測、帳票作成）に労力と時間がかかる

堤防除草の自動化のイメージ

・自動運転の実現による除草作業の省力化
・自動出来形計測による作業の効率化
・工事書類自動作成による作業の省力化

1台につき1人以上を要する運用、出来形を別途計測 自動運転により１人で複数台を運用、出来形を自動計測（帳票自動作成）

■ロードマップ

堤防除草作業の生産性向上のため、GNSS測位技術と河川堤防３Ｄデータを活用した
除草機械の自動化を進めています。

区　　分 改修１年目 改修２年目 改修３年目 維　　　持
堤防延長    

モ    
ハ    

官貸    
肩    

面 モ    
ハ    

官貸    
肩    

積 モ    
ハ    

官貸    
肩    

堤内排水 肩    

令和〇年度 〇〇川維持工事　〇〇河川事務所管内堤防維持工事 当初設計 (〇回刈目) 〇〇河川事務所

その他分類 通常区間 刈草処理分類 全面積 河　川　名 築　堤　名 費　　目 維持

施 堤　　　外　　　地　　　０ 堤 防 堤　　内　　地　　８ 堤　　内　　排　　水　　９ 堤　　内　　地　　10  
工 測　　　点 距　離 法 平 面 法 長 法 平 面 法 平 面 法 平 面 法 平 面 備　　　　考
年 長 均 積 １ ２ ３ ４ ５ ６ ７ 長 均 積 長 均 積 長 均 積 長 均 積 　

モ
ハ

官貸
肩

計
モ
ハ

官貸

肩
計
モ
ハ

官貸
肩
計
モ

ハ
官貸
肩
計

モ
ハ

官貸

肩
計
モ
ハ

官貸
肩
計
モ

ハ
官貸
肩
計

モ
ハ

官貸
肩

計
モ
ハ

官貸

肩
計

小　計

機

種

堤外地

堤　防

堤内地０

１

２

３

４

５

６

７

８
９

10

面積集計表（イメージ）

除草展開図（イメージ）
施工写真（イメージ）

令和６年度の実働配備を目指し、令和４年度には岩見沢
河川事務所管内のフィールドで実証試験を行います。

令和３年１２月２日に開催したＷＧではアド
バイザーの野口先生（北大）からの
貴重な助言等を参考に自動化技術の
検討開発を進めています。

野口先生

https://www.hkd.mlit.go.jp/ky/jg/gijyutu/splaat000001xynt.html



【自動化機器搭載対象機械】
対象機械名 大型遠隔操縦式草刈機
管理番号 ３０－４１５１
製造ﾒｰｶｰ （株）筑水キャニコム
型 式 ＣＧ７５０

今年度は実機に搭載した自動化技術（自動走行、出来形自動計測）の動作確認と大型遠隔操縦式草刈機の
基礎データ収集を目的に下記のとおり確認試験を行いました。

【機器搭載・確認試験の概要】
・場所 福岡県久留米市うきは工業団地（(株)筑水キャニコム工場）
・時期 機器搭載）R3.10.14～R4.2.14（輸送期間含む）

確認試験）R4.01.20～21
・内容 ①精度検証：指定走行ルートと実際の走行ルートの比較

②比較検証：従来のラジコン操縦と自動操縦（自動走行）の比較
③出来形計測（面積）の検証(従来施工との比較検証(精度や時間))
④その他：その他必要な項目一式 自動走行イメージ

自動化機器取付図

SMART-Grassの取組について

非常停止動作確認試験

走行軌跡(左)と出来形展開図(右)

自動ｺﾝﾄﾛｰﾙﾎﾞｯｸｽ取付状況

タブレット表示画面（ﾌﾟﾛﾄﾀｲﾌﾟ）

【確認試験を終えて】
令和4年1月20日から実施した確認

試験で、実装した自動化技術は予定
どおりの動作をすることが確認出来
ました。
来年度はフィールドでの実証試験

を行い、自動化システムの各種設定
を現場に最適化するため、詳細な調
整作業を行います。また、寒地土木
研究所（寒地機械技術チーム）が研
究を進めている『周辺探知技術』の
搭載も予定しています。自動化機器取付状況



Ministry of Land, Infrastructure, Transport and Tourism

Ｒ４年度の基準類の策定（新設・改定）



提出書類の簡素化

ICT施工を現場に導入する場合、工事関係書類を作成するが、必要とする書類が多く、施工者
の負担になっている状況である。
必要となる提出書類を精査し、簡素化を図ることで施工管理全体の省力化を図る

ICT施工導入から5年が経過し、導入当初は書面で確認が必要な書類について、webで確認で
きるもの、機械の履歴として確認できるもの、簡素化できるものなどがあり、施工者の負担軽減
の観点から、提出書類の簡素化を図るものとする。

メーカカタログあるいはソフ
トウェア仕様書

メーカHPで確認できるこ
とから不要。

使用するソフトウェア名
称のみ記載する

簡素化

3次元設計データチェックシートがあればチェックした
ことが確認できるため、チェックシートのみを作成し、
チェック入りの図面は不要とする

3次元設計データチェックシート
チェック入り図面

不要

提出書類の種類は約３０種類
約１０種類が簡素化
約１０種類が提出不要となる

提出書類の種類

簡素化

不要

従前どおり

1



民間電子基準点の活用

衛星測位による計測 光波による計測

RTK-GNSS
（民間電子基準点A,B級）

RTK-GNSS
（VRS方式）

RTK-GNSS TS・TS等（自動追尾式）

民間電子基準点（A,B級）からの
補正データ配信

電子基準点（国土地理院：1300か箇
所）を利用した仮想基準点の計算と
補正データ配信

基準点の現場設置 基準点からの直接計測

移動局（未知点）基地局（既知点）

ＧＮＳＳ

仮想基準点データの生成

仮想基準点

電子基準点

電子基準点

電子基準点

移動局（測位位置）

国土地理院

データ配信業者

GNSS

移動局（測位位置）

民間電子基準点

R4追加

国土地理院ではＲ２より民間電子基準点の認定を実施している。Ａ級，Ｂ級の民間電子基準点につ
いてはＩＣＴ施工に必要な精度を満たしていることから、ＩＣＴ活用工事においても活用を図ることとする

2
総則の用語集に、民間電子基準点に関しての説明を追記する。

総則
■用語の定義



【ICT土工(小規模施工）・床掘工・小規模土工】
・ﾏｼﾝｶﾞｲﾀﾞﾝｽ技術搭載の小型ﾊﾞｯｸﾎｳを用いることで、施工性が向上
・丁張作業を行うことなく作業が行えるため、土工作業全体の迅速化、現場の補助員削減による安全性向上
・出来形管理はRTKGNSSやTS等を活用した断面管理を標準とし、モバイル端末を活用した面管理も活用可能
・土工量1,000m3未満の土工(小規模施工）・床堀工・小規模土工を対象とし、ICT施工の普及を促進

・ＩＣＴ施工工種拡大に伴い策定する基準
3次元計測技術を用いた出来形管理要領（土工（小規模施工）・床堀工・小規模土工）
3次元計測技術を用いた出来形管理の監督・検査要領（土工（小規模施工）・床堀工・小規模土工）

〇機械施工に小型MGバックホウを活用
〇現場状況により施工方法を選択

〇出来形・出来高計測はRTKGNSSやTS等による
断面管理を標準
〇面管理を行う場合はTLSなどの従来面管理手法に加え、
モバイル端末を活用可能

ICT土工（小規模施工）・床堀工・小規模土工(案)

断面管理

RTKGNSSやTS等による出来形管理

面管理

モバイル端末

自動追尾型TS等を活用した
小型MGバックホウ

GNSSを活用した小型MGバックホウ

適用範囲

■ICT土工(小規模施工）

ICTﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾛｰﾗ型）
山積1.4m3

ICTﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾛｰﾗ型）
山積0.8m3

ICT(MG)ﾊﾞｯｸﾎｳ
(ｸﾛｰﾗ型）山積0.45m3

土量(m3)

5万

１万

0.1万

■ICT床堀工

0

ICT
小規模土工

ICT(MG)
ﾊﾞｯｸﾎｳ
(ｸﾛｰﾗ型)
山積
0.45m3

ICT
ﾊﾞｯｸﾎｳ
(ｸﾛｰﾗ型)
山積0.8m3

平均施工幅(m)

土量(m3)

2m
未満

1m
未満

■ICT小規模土工
土量(m3)

平均施工幅(m)1m
未満

２m
未満

100

200

ICT(MG)ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾛｰﾗ型）山積0.28m3
ICT(MG)ﾊﾞｯｸﾎｳ(ｸﾛｰﾗ型）山積0.13m3

施工フロー

0 0

幅
・深
さ
等
測
定

締
固
め

機
材
搬
入

掘
削
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フローで囲みがないものは従来手法を想定
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ＩＣＴ活用工事（小規模土工：1,000m3未満）の実施要領案

〈施工規模の大きい現場〉
（新設工事）

〈狭小箇所の現場〉
（都市部・修繕工事など）

・ICT建機を現場状況に応じて導入
※小型建機対応の積算要領整備

コストと生産性の両立を目指したICT機器の使い分けにより、現場規模に応じた効率的な導入環境を整備する

ＭＣ／ＭＧ

中型建機0.8m3級～

小型建機0.1m3級～0.45級

・出来形管理の最適化

・ＴＳ等を用いた断面管理（座標によ
る）を標準とする。

・モバイル端末等を利用した面的計
測・管理も選択可能

※出来形計測に関する費用計上は
無し

専用機械

or

広範囲＿面計測

工事の完成形

工事の完成形・床掘・仮設等を作成

ＭＧ・脱着式ＭＧ等（選択）

ＴＳ等・モバイル端末等の3次元計測
技術による管理

面的管理

構造物設置のための床
堀など、設計図書に明記
の無い設計も対象
※チェックシートは不要

断面管理

多点計測単点計測

対象部分の施工前地形
ICT活用工事では対象外とする
※ICT実施要領とは別に必要に応じて実施することは妨げない

小規模土工の出来形管理要領（新規）

３次元

起工測量

３次元設計
データ作成

ICT建設機械
による施工

３次元出来形
管理等の施工

管理

３次元データ
の納品と検査

・施工段階で使う3Dデータ作成に
て、データ作成の内製化を推進
※一律費用の計上

or多点計測

面的管理

4
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【3次元計測技術を用いた出来形管理要領(案)】
・通常の土工事において、地上写真測量を用いた出来形管理を可能にする
・動画撮影による計測、写真測量による計測のいずれも適用可能とする
・検証点において所要の精度を有することを条件に使用可能とする

現在、出来高管理を対象に地上写真測量を適用できる状況となっているが、
通常の土工事において、地上写真測量を用いた出来形管理が実施できるように改定する。

1. 計測対象を撮影

2. 撮影画像から点群を作成

3. 出来形評価（ヒートマップ）期待できる効果
計測時間の短縮（準備時間、設置時間等）
計測における制限が少ない（気象、現場条件等）

GNSSを装着したスマートフォン
等で撮影する技術

２周波GNSSアンテナ・ジャイロ・カ
メラにより撮影時のカメラ位置と姿

勢を記録する技術

【計測技術の一例】

GNSSを搭載したタブレット等で
撮影する技術

地上写真測量を用いた出来形管理（土工編に追加）
土工編（地上写真） ３段表
１－10－2 機器構成



空中写真測量 対地高度撮影及び斜め撮影を用いた出来形管理

ＵＡＶ写真測量について、従来の計測方法に加えて、以下の計測手法を適用可能にすることを検討
①起伏の大きい山間部などを撮影する場合、「対地高度を一定とする撮影手法」も可能にする
②加えてカメラを斜めに向けて飛行する手法を可能とする

■期待される効果
・対地高度を一定とした撮影により、起伏の大きい山間部などを撮影する場合の計測精度のばらつきが低減する
・斜め撮影により、出来形計測対象範囲の内側を飛行できるようになり、民地等との離隔を十分に保てるようになる

１度の飛行
１度の飛行

新たに検討する計測方法：対地高度を一定とした撮影

平面に対し斜めに構えた状態での撮影

従来の計測方法：直線かつ等高度の撮影

従来の計測方法：鉛直下方撮影 新たに検討する計測方法：斜め撮影

従来の空中写真撮影方法
※地表面に対して直角に写真撮影をする。

出来形管理範囲の外周に沿ってＵＡＶ
が飛行する
→施工範囲と民地との離隔が少ない
現場では、官民境界に近接してＵＡ
Ｖが飛行せざるを得ない

カメラの方向を適切にセットすること
でＵＡＶの飛行コースと民地との離
隔が広くとった飛行が可能になる

地表面の標高により地上画素寸法が
変化するため計測精度がばらつく

地上画素寸法を一定を保つため
計測精度が安定して均一になる

①

②

6
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土工編（施工履歴データ（ローラ）） 改訂ポイント

■概要
盛土天端等の出来形管理について、ＧＮＳＳを搭載したローラを使用し、締め固め施工中のローラ転圧
輪の走行軌跡（施工履歴データという）を取得することで、盛土天端等の面的な出来形を計測・管理する。
既存のＩＣＴバックホウ・ＩＣＴブルドーザを対象とした施工履歴データを用いた出来形管理要領では適用が
難しかった盛土天端についても施工履歴による出来形管理が可能となり、利便性が向上する。

■期待される効果
・盛土天端の施工履歴による出来形管理が可能
・施工履歴データを用いた出来形管理に適用可能
※課題：施工履歴データを使った出来形管理の精度確認と効果検証

施工履歴データを記録し
出来形管理に使用

盛土締固め ヒートマップ

位置情報を取得できるローラにより施工履歴データを計測

【３次元計測技術を用いた出来形管理要領(案)】【施工履歴データを用いた出来形管理の監督･検査要領（土工編（案）】
・盛土天端に対して、ローラの施工履歴データを用いた出来形管理を可能にする

土工編（施工履歴） ３段表
第4章 3次元計測技術別の計測手順と実施事項
第1節 多点計測技術（面管理の場合）
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橋脚周辺部を含めた
点群データの取得
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【ICT構造物工（橋脚・橋台）】
・3次元計測技術を用いることで、広範囲に計測が行えるため、計測作業の効率化
・高所での計測作業の省力化による作業の安全性向上
・出来形・出来高を点群等電子データを利用してデスクトップ上で安全・迅速に実施

・ＩＣＴ施工工種拡大に伴い策定した基準
3次元計測技術を用いた出来形管理要領（橋脚・橋台編）
3次元計測技術を用いた出来形管理の監督・検査要領（橋脚・橋台編）

起
工
測
量
実
施

契
約
図
書
照
査

３
Ｄ
設
計
に
よ
る
発
注

ＩＣＴ構造物工（橋脚・橋台）※フローで囲みがないものは従来手法を想定

〇起工計測にﾚｰｻﾞｽｷｬﾅやUAV等を活用
・広範囲に計測が可能

〇出来形・出来高計測はﾚｰｻﾞｽｷｬﾅ、ノンプリＴＳ等を活用
〇計測データを活用して、デスクトップ上で計測を実施

従来施工
（高所での測量)

TLSで点群測量 PC上で寸法計測

ICT活用工種の拡大 ICT構造物工（橋脚・橋台）

8

書面を電子化
して検査
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イメージ
施工フロー

●３次元計測技術を活用した出来形管理

車道外側線

最小幅員
車線境界線

上空高さ

タブレット端末

ドローン、ＴＬＳ、TS等
をもちいて橋梁上部の
現場での出来形計測

●竣工時（舗装工完了時）の計測データの活用

起
工
測
量
実
施

出
来
形
管
理

維
持
管
理

対象範囲
必要に応じ
整備予定

フローで囲みがないものは従来手法を想定
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装
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な
ど

架
設
工
な
ど

橋梁上部工 舗装工など

【３次元計測技術を用いた出来形管理要領（橋梁上部工編）】
橋梁上部工における出来形検査を３Dレーザースキャナーによる三次元点群データを活用し出来形計
測を行う手法を適用可能とする試行案を策定

◯ 構造物工の関連工種として、上部工の出来形管理に3次元計測技術を活用し、出来形計測時間の
短縮を図る

◯ 竣工時（舗装工完了時）の３次元計測データの維持管理への活用
◯ 民間提案による、レーザートラッカーおよび、 ３Dレーザースキャナーによる計測手法は、それぞれ
既存技術のTS等光波方式、TLSとして取り扱います。

３次元計測技術を用いた出来形管理要領（橋梁上部工編）
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基礎工（矢板工・既製杭工・場所打杭工）

◯ 構造物の出来形管理等へICT施工を拡大するとともに、取得する３次元データを活用し維持管理
分野の効率化を図る。

◯ 構造物工の関連工種として、基礎工の出来形管理に3次元計測技術を活用し、出来形計測時間
の短縮（杭芯位置、杭径計測作業）を図る

イメージ施工フロー

検
査

維
持
管
理

対象範囲
必要に応じ
整備予定

フローで囲みがないものは従来手法を想定
※今後、施工履歴データの活用が可能となる場合は要領化も検討
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機
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杭
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ＴＬＳを用いた場所打ち杭の出来形計測

点群から出来形を確認

基礎工
（杭）

●3次元計測技術を活用した出来形管理

従来計測
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民間提案：⑥ 出来形管理用を用いた出来形管理



加速度応答法を用いた路盤の品質管理の流れ

Ｒ２年度中の整備を予定

※従来施工の締固め機械はﾏｶﾀﾞﾑﾛｰﾗ及びﾀｲﾔﾛｰﾗ

【ICT路盤工（加速度応答による密度管理）】

・締固め密度を面的に把握することによる品質の向上
・現場密度試験（砂置換法）の省略による試験・分析作業の効率化
・R3年度に各地整で試行し、試行結果を踏まえて品質管理要領としてとりまとめる。

・ＩＣＴ施工工種拡大に伴い策定した基準
加速度応答法を用いた路盤の締固め管理試行要領（案）
加速度応答法を用いた路盤の締固め管理の監督・検査試行要領（案） 11

ＩＣＴ路盤工（加速度応答による密度管理）

品
質
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理
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※フローで囲みがないものは従来手法を想定

不
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（
締
固
め
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度
応
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に
よ
る

密
度
解
析

上層路盤（繰り返し）

GNSS受信機

加速度応答値のリアルタイム表示

加速度計

GNSSアンテナ
〇振動ローラに取付た加速度計により路盤の密度を計測
〇面的に路盤の密度管理でき品質が向上

（従来施工）
砂置換による密度管理（部分的な管理）（ICT施工）加速度応答値による密度管理（面管理）

Ｒ３年度に試行を実施

・加速度応答法の密度計測精度（路
盤材・現場条件別に検証）
・品質管理規格値（面管理）の検討
・計測効率やコストの確認




